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診療報酬調査専門組織 医療機関等における消費税負担

に関する分科会 (第 5回) 議事次第

平成25年 3月 18日 (月 )15時 00分～

於 厚生労働省専用第 22会議室 (18階 )

議 題

○ 社会保険診療に関する消費税の取扱い等について



消費税率8％引上げ時のあり得る対応について（現段階で考えられるメリット・デメリット等）

①全て診療報酬上乗せ対応 ②診療報酬上乗せ対応＋高額投資対応

診 調 組 税 － １
２ ５ ． ３ ． １ ８

①全て診療報酬上乗せ対応 ②診療報酬上乗せ対応＋高額投資対応

仕組み
● 薬価及び特定保険医療材料価格については、従来は一定のルールで診療報酬本体部分とは
別建て対応してきている。

● 所要額（診療報酬改定率）を算出し、
上乗せする項目・配分を決定。

● 高額投資の消費税負担について「他の診療行為と区分して」手当を行う
とすれば、診療行為の対価の支払いとは言えないため、診療報酬の支払
いとは別建ての仕組みを構築することが考えられる。

● 高額投資対応の仕組みとしては、例えば必要な財源をプールして基金
づを造成し、医療機関等からの申請に基づいて、審査・支給する仕組みが

考えられる。

● このような仕組みを構築するには、関係者に財源の負担を求める等の
ため、法改正が必要。また、実施機関において事務処理のためのシステ
ム対応が必要となる 能性が大ム対応が必要となる可能性が大。

10％時に
課税転換

した場合

● 課税転換すれば仕入れ税額控除
が可能となるため、これまでの上乗
せ分を診療報酬から引き下げる必要。

● 再度法改正をして、高額投資対応スキームを廃止する必要。

● 消費税負担の控除・償還の主体が税務当局となり、手続も異なるものと
なる。した場合

の対応
せ分を診療報酬から引き下げる必要。 なる。

メリット ● 診療報酬の請求・支払のほかに、
別途の権利義務関係が発生したり、
特別な事務処理体制が構築されるこ

● 高額な設備投資の多い医療機関等に重点的に対応することで、一定
程度そうした医療機関等の負担感が緩和される（ただし、手当の対象は
基本的に 税率引き上げ部分（３％分）となると考えられる）特別な事務処理体制が構築されるこ

とがないため、課税転換した場合の
対応が比較的容易

基本的に、税率引き上げ部分（３％分）となると考えられる）。

デメリット ● 高額な設備投資に配慮するとして ● 仮に10％時に課税転換した場合、1年半のために法改正や実施機関に

も、診療報酬での対応には限界があ
る。

おけるシステム対応を行うこととなる。

● 少なくとも医療機関等の請求権が時効消滅するまでの間、課税転換後
も、高額投資対応のスキームや事務処理体制を残存させる必要がある。
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社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための
消費税法の一部を改正する等の法律 (平成24年法律第68号) 

診調組 税－参考資料１

２ ５ ． ３ ． １ ８

第７条第一号ト
医療機関等における高額の投資に係る消費税の負担に関し、新たに一定の基準に該当するものに対し区分し

て措置を講ずることを検討し、医療機関等の仕入れに係る消費税については、診療報酬等の医療保険制度にお
いて手当をすることとし、医療機関等の消費税の負担について、厚生労働省において定期的に検証を行う場を設
けることとするとともに、医療に係る消費税の課税の在り方については、引き続き検討する。

第７条第一号ロ
低所得者に配慮する観点から、複数税率の導入について、財源の問題、対象範囲の限定、中小事業者の事務

負担等を含め様々な角度から総合的に検討する。

社会保障・税一体改革に関する三党実務者間会合合意文書
(平成24年6月15日 民主党・自由民主党・公明党)(平成24年6月15日 民主党 自由民主党 公明党)

税関係協議結果
政府提出の税制抜本改革２法案については、以下のとおり修正・合意した上で、今国会中の成立を図ることと
する。する。

○第７条（消費税率引上げに当たっての検討課題等）について

・ 医療については、第７条第１号ヘ（※）に示した方針に沿って見直しを行うこととし、消費税率（国・地方）の８％医療に ては、第 条第 号 （※）に示した方針に沿 て見直しを行う ととし、消費税率（国 地方）の
への引上げ時までに、高額の投資に係る消費税負担について、医療保険制度において他の診療行為と区分し
て適切な手当を行う具体的な手法について検討し結論を得る。また、医療に関する税制上の配慮等について
も幅広く検討を行う。

※ ３党合意による衆議院における法案修正により、①医療機関等の消費税負担に関する規定の条文番号
が「第７条第一号へ」から「第７条第一号ト」にずれ、②第７条第一号ロとして複数税率導入に関する
検討規定が追加された。
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平成２５年度税制改正⼤綱 (平成25年1⽉24⽇ ⾃由⺠主党・公明党)( )

第三 検討事項
５ 医療に係る税制のあり⽅については 消費税率が10％に引き上げられることが予定される中５ 医療に係る税制のあり⽅については、消費税率が10％に引き上げられることが予定される中、

医療機関の仕⼊れ税額の負担及び患者等の負担に⼗分に配慮し、関係者の負担の公平性、透明
性を確保しつつ適切な措置を講ずることができるよう、医療保険制度における⼿当の在り⽅の
検討等と併せて、医療関係者、保険者等の意⾒も踏まえ、総合的に検討し、結論を得る。

第⼀ 平成25 年度税制改正の基本的考え⽅
２ 社会保障・税⼀体改⾰の着実な実施
（ ）消費税引上げ 伴 対応（3）消費税引上げに伴う対応

③ その他消費税引上げに係る措置
イ 軽減税率
〇 消費税率の10％引き上げ時に、軽減税率制度を導⼊することをめざす。〇 消費税率の10％引き上げ時に、軽減税率制度を導⼊することをめざす。
〇 そのため与党税制協議会で、速やかに下記事項について協議を開始し、本年12 ⽉予定の

2014 年度与党税制改正決定時までに、関係者の理解を得た上で、結論を得るものとする。
〇 与党税制協議会に軽減税率制度調査委員会を設置し、適宜、検討状況を与党税制協議会に

中間報告をす中間報告をする。
〇 協議すべき課題

・対象、品⽬ ・軽減する消費税率
・財源の確保 ・インボイス制度など区分経理のための制度の整備財源の確保 インボイス制度など区分経理のための制度の整備
・中⼩事業者等の事務負担増加、免税事業者が課税選択を余儀なくされる問題への理解
・その他、軽減税率導⼊にあたって必要な事項
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現行の医療機関における費用・収入のイメージ
（消費税率5％・社会保険診療は消費税非課税）

費用（仕入れ） 収入

診調組 税－参考資料２

２ ５ ． ３ ． １ ８

費用（仕入れ） 収入

※ 社会保険診療以外の
収支は捨象している

C＝A＋B

人件費

非
課
税

「消費税なかりせば」の収入「消費税なかりせば」の費用 A：診療報酬（本体）への

上乗せ分
※平成元年・９年における
対応の合計は、0.43％

※平成 年 年 改定時

そ 他 非課税 経費
診療報酬（本体）による収入

税
費
用

（H22：47.7％）
※平成元年・９年の改定時
には、特定の報酬項目に
上乗せがなされたが、こ
の図においては、便宜上、
一定の率で上乗せされて
いる形としている

その他の非課税の経費
（租税公課、支払利息等）

仕
入

診療報酬（本体）による収入

（H22：4.4％）

その他の課税の経費
（減価償却費(※)、委託費、給食材料費等）

入
れ
時
に
支
払

課
税

B：薬価・特定保険医療

材料価格への上乗せ分
（＝消費税5％相当分）
※平成元年・９年における
対応の合計は ％

C

（H22：23.1％）

※減価償却費の取扱いは今後要検討

薬剤費

払
う
消
費
税

税
費
用

薬価・特定保険医療材料価格（H22：22 1％）

対応の合計は、1.1％※減価償却費の取扱いは今後要検討。

特定保険医療材料費

5
％

薬価 特定保険医療材料価格
の保険償還による収入

（H22：22.1％）

（H22：2.7％） 1



消費税率8％時の医療機関における費用・収入のイメージ①
（社会保険診療は消費税非課税維持、診療報酬上乗せ対応のみ）

費用（仕入れ） 収入費用（仕入れ） 収入
C’＝A’＋B’

人件費

非
課
税

「消費税なかりせば」の収入「消費税なかりせば」の費用

A’：診療報酬（本体） の

そ 他 非課税 経費
診療報酬（本体）による収入

税
費
用

A’：診療報酬（本体）への

上乗せ分

※ 過去の累計分＋平成
26年度対応分

※現行のAよりも厚くなる

その他の非課税の経費
（租税公課、支払利息等）

仕
入

診療報酬（本体）による収入

仕
入

その他の課税の経費
（減価償却費(※)、委託費、給食材料費等）

入
れ
時
に
支
払

課
税

C’

※減価償却費の取扱いは今後要検討

入
れ
時
に
支
払

薬剤費

払
う
消
費
税

税
費
用

薬価・特定保険医療材料価格

※減価償却費の取扱いは今後要検討。払
う
消
費
税

B’：薬価・特定保険医療

材料価格への上乗せ分
（＝消費税８％相当分）

特定保険医療材料費

8
％

薬価 特定保険医療材料価格
の保険償還による収入5

％

（ 消費税 相 分）

※現行のBよりも厚くなる３
％
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消費税率8％時の医療機関における費用・収入のイメージ②
（社会保険診療は消費税非課税維持、診療報酬上乗せ対応に加えて高額投資対応を実施）

費用（仕入れ） 収入費用（仕入れ） 収入
C’＝A1+A2＋B’

人件費

非
課
税

「消費税なかりせば」の収入「消費税なかりせば」の費用 A1：診療報酬（本体）へ

の上乗せ分

（イメージ①のA’よりも

高額投資対応分だけ薄く
なる）

そ 他 非課税 経費
診療報酬（本体）による収入

税
費
用

なる）

その他の非課税の経費
（租税公課、支払利息等）

その他の課税の経費
仕
入

診療報酬（本体）による収入

仕
入

A2: 高額な設備

投資に係る消費税その他の課税の経費
（減価償却費(※)、委託費、給食材料費等）

入
れ
時
に
支
払

課
税

C’
※減価償却費の取扱いは今後要検討。

入
れ
時
に
支
払

投資に係る消費税
償還分

高額な設備投資

薬剤費

払
う
消
費
税

税
費
用

薬価・特定保険医療材料価格

払
う
消
費
税 B’：薬価・特定保険医療

材料価格への上乗せ分

特定保険医療材料費

8
％

薬価 特定保険医療材料価格
の保険償還による収入5

％
３
％

材料価格 の上乗せ分
（＝消費税８％相当分）

3



平成元年度改定項目の改定時の対応と現状①平成元年度改定項目の改定時の対応と現状①

診調組 税－参考資料３

２ ５ ． ３ ． １ ８

診調組 税－２－２

２ ４ ． ７ ． ２ ７

度改定項 改定 ①度改定項 改定 ①

平成元年度改定時 平成２４年度改定後

血液化学検査 １９５点（＋５点） ９３点

医科（平成元年）医科（平成元年）

（①５項目以上７項目以下）
１９５点（＋５点） ９３点

血液化学検査
（②８項目以上９項目）

２４５点（＋５点） １０２点

感染症血清反応 ３５点（＋５点） １５点感染症血清反応
（抗ストレプトリジンO価（ASO価））

３５点（＋５点） １５点

血漿蛋白免疫学的検査
（C反応性蛋白（定性））

４０点（＋５点） １６点

血漿蛋白免疫学的検査
（C反応性蛋白（定量）） ５０点（＋５点） １６点

細菌薬剤感受性検査
１４５点（＋５点） 算定方法変更（平成４年度改定）

細菌薬剤感受性検査
（３系統以下）

１４５点（＋５点） 算定方法変更（平成４年度改定）

点滴回路加算 １５点（＋１点）
他点数に包括評価
（平成６年度改定）

中心静脈注射回路加算 １５点（＋１点）
他点数に包括評価
（平成６年度改定）

人工腎臓食事給与加算 ６１点（＋１点）
加算廃止

人工腎臓食事給与加算 ６１点（＋１点）
加算廃

（平成１４年度改定）

精神科デイ・ケア及び
精神科ナイト・ケア食事加算 ４６点（＋１点）

精神科デイ・ケア、ナイトケア本体に包
括評価（平成22年度改訂） １



平成元年度改定時 平成２４年度改定後

平成元年度改定項目の改定時の対応と現状②平成元年度改定項目の改定時の対応と現状②
医科（平成元年）医科（平成元年） 平成元年度改定時 平成２４年度改定後

基準寝具加算 １５点（＋１点） 入院基本料に組み込まれた

給食料 １３６点（＋１点） 入院時食事療養費に改変

医科（平成元年）医科（平成元年）

老人保健施設入所者基本療養費 ２１０，６６０円（＋６６０円） 介護保険へ編入（平成１２年度）

平成元年改定時 平成２４年度改定後歯科歯科（平成元年）（平成元年）

印象採得 （欠損補綴、連合印象） １６５点（＋５点） ２２８点

印象採得 （特殊印象 咬合圧印象） ２１０点（＋１０点） 特殊印象：２７０点

印象採得 （特殊印象 機能印象） ２６０点（＋１０点） 特殊印象 ２７０点印象採得 （特殊印象 機能印象） ２６０点（＋１０点） 特殊印象：２７０点

印象採得 （ワンピースキャストブリッジ
ダミー１歯のもの）

２１５点（＋５点）
支台歯とポンティックの数の合計が５歯

以下の場合：２８０点

支台歯とポンティ クの数の合計が５歯
印象採得 （ワンピースキャストブリッジ

ダミー２歯のもの）
２７０点（＋１０点）

支台歯とポンティックの数の合計が５歯
以下の場合：２８０点

支台歯とポンティックの数の合計が６歯
以上の場合：３３２点

印象採得
（矯正、その他の措置、著しく困難なもの）

３９０点（＋１０点） ４００点

基準寝具加算 １５点（＋１点） 入院基本料に組み込まれた

給食料 １３６点（＋１点） 入院時食事療養費に改変

点滴回路加算 １５点（＋１点）
他点数に包括評価
（平成６年度改定） ２



平成元年度改定項目の改定時の対応と現状③平成元年度改定項目の改定時の対応と現状③

歯科歯科（平成元年）（平成元年）
平成元年改定時 平成２４年度改定後

全部鋳造冠 ３７５点（＋５点） 全部金属冠：４５４点

前装鋳造冠 １０１０点（＋１０点） レジン前装金属冠 １１７４点

歯科歯科（平成元年）（平成元年）

前装鋳造冠 １０１０点（＋１０点） レジン前装金属冠：１１７４点

インレー（複雑なもの） ２２５点（＋５点） ２８４点

有床義歯
（局部義歯 歯から 歯ま ）

３４５点（＋５点） ５６０点
（局部義歯、１歯から４歯まで）

３４５点（＋５点） ５６０点

有床義歯
（局部義歯、５歯から８歯まで）

４６０点（＋１０点） ６９０点

有床義歯有床義歯
（局部義歯、９歯から１１歯まで）

５２０点（＋１０点） ９２０点

有床義歯
（局部義歯、１２歯から１４歯まで）

８１５点（＋１５点） １３４０点

有床義歯 （総義歯） １２３５点（＋１５点） ２１００点

根管充填 （単根管） ６７点（＋２点） ６８点

根管充填 （２根管） ８７点（＋２点） ９０点根管充填 （２根管） ８７点（＋２点） ９０点

根管充填 （３根管以上） １０８点（＋３点） １１０点

成 年度改定時
調剤（平成元年）調剤（平成元年）

平成元年度改定時 平成２４年度改定後

計量混合調剤加算 ２０５円（＋５円） １調剤につき イ．液剤 ３５点、ロ．散剤、顆粒
剤 ４５点、ハ．軟・硬膏剤 ８０点

調剤（平成元年）調剤（平成元年）

３



平成九年度改定項目の改定時の対応と現状①平成九年度改定項目の改定時の対応と現状①

平成九年度改定時 平成２４年度改定後

入院環境料 １６０点（＋４点） 入院基本料に組み直し

医科（平成九年）医科（平成九年）

環 直

特定機能病院入院診療料
（①特定機能病院であって、別に厚生大臣が
定める基準に適合しているものとして都道府県

知事に届け出た保険医療機関の場合）

１０５０点（＋１５０点） 入院基本料に組み直し

特定機能病院入院診療料
（①以外の特定機能病院である保険医療機関

の場合）
６００点（＋１５０点） 入院基本料に組み直し

精神療養入院料（A） １０６９点（＋４点） １０６１点精神療養入院料（A） １０６９点（＋４点） １０６１点

精神療養入院料（B） ７５９点（＋４点） １０６１点

特殊疾患療養病棟入院料（A） １９０４点（＋４点） 特殊疾患入院医療管理料、特
殊疾患病棟入院料に組み直し殊疾患病棟入院料に組み直し

（平成２０年度改定）特殊疾患療養病棟入院料（B） １５０４点（＋４点）

特定疾患療養指導料
（①診療所の場合）

２０２点（＋２点）
２２５点

（特定疾患療養管理料）（①診療所の場合） （特定疾患療養管理料）

特定疾患療養指導料
（②１００床未満の病院の場合）

１３７点（＋２点）
１４７点

（特定疾患療養管理料）

４



平成九年度改定項目の改定時の対応と現状②平成九年度改定項目の改定時の対応と現状②

平成九年度改定時 平成２４年度改定後

小児特定疾患カウンセリング料
７１０点（＋１６０点） 月の１回目：５００点

医科（平成九年）医科（平成九年）

小児特定疾患カウンセリング料
７１０点（＋１６０点）

（月一回算定）

月 回目 点
月の２回目：４００点

皮膚科特定疾患指導管理料（Ⅰ） ５４０点（＋７０点） ２５０点

生化学的検査（Ⅰ）判断料 １２０点（＋１０点）
１４４点

基本的検体検査判断料（Ⅰ） ４６０点（＋１０点） ６０４点

基本的検体検査判断料（Ⅱ） ３６０点（＋１０点） ６０４点

病理診断料 ２１５点（＋５点）
１ 組織診断料：４００点

病理診断料 ２１５点（＋５点）
２ 細胞診断料：２００点

病理学的検査判断料 １１８点（＋８点） １５０点（病理判断料）

膀胱尿道ファイバースコピー ８６０点（＋１６０点） ９５０点

静脈内注射 ２８点（＋１点） ３０点

通院精神療法 点通院精神療法
（診療所）

３９２点（＋２点）
４００点

（通院・在宅精神療法２－イ）

５



平成九年度改定項目の改定時の対応と現状③平成九年度改定項目の改定時の対応と現状③

平成九年度改定時 平成２４年度改定後

眼処置 ２５点（＋３点） ２５点

医科（平成九年）医科（平成九年）

耳処置 ２５点（＋３点） ２５点

介達牽引 ４２点（＋２点） ３５点

閉鎖循環式全身麻酔 ５８００点（＋３００点） ２４９００点 ６１００点閉鎖循環式全身麻酔 ５８００点（＋３００点） ２４９００点～６１００点

高エネルギー放射線治療 １１００点（＋１００点）
一回目：１８００点～８４０点
二回目：９００点～４２０点

入院時食事療養費（Ⅰ） １９２０円（＋２０円）
６４０円

（一食毎に変更：平成１８年度改定）

入院時食事療養費（Ⅱ） １５２０円（＋２０円）
５０６円

（一食毎に変更：平成１８年度改定）（ 食毎に変更：平成１８年度改定）

老人性痴呆疾患治療病棟入院料
（①入院した日から３月以内）

１２７４点（＋４点）

１ １４６１点
２ １０８１点

（３１日以上６０日以内の期間に変更）

（認知症治療病棟入院料に再編：平成２２（認知症治療病棟入院料に再編：平成２２
年度改定）

老人性痴呆疾患治療病棟入院料
（②入院した日から３月超）

１１７４点（＋４点）

１ １１７１点
２ ９６１点

（認知症治療病棟入院料に再編（②入院した日から３月超）
点（ 点）

（認知症治療病棟入院料に再編：
平成２２年改定）

６



平成九年度改定項目の改定時の対応と現状④平成九年度改定項目の改定時の対応と現状④

平成九年度改定時 平成２４年度改定後

老人性痴呆疾患療養病棟入院料
（ ）

１１０４点（＋４点） 項目削除（平成１８年度改定）

医科（平成九年）医科（平成九年）

（A）
１１０４点（＋４点） 項目削除（平成１８年度改定）

老人性痴呆疾患療養病棟入院料
（B）

１０７４点（＋４点） 項目削除（平成１８年度改定）

診療所老人医療管理料（Ⅰ） １０９４点（＋４点） 項目削除（平成２２年度改定）

診療所老人医療管理料（Ⅱ） ６５９点（＋４点） 項目削除（平成２２年度改定）

老人慢性疾患生活指導料
（①診療所）

２１２点（＋２点）

他点数に再編他点数 再編

老人慢性疾患生活指導料
（②１００床未満の病院）

１３７点（＋２点）

重点指導対象病棟検体検査判断料
生化学的検査（ ）判断料

１０２点（＋９点） 項目廃止（平成１２年度改定）
生化学的検査（Ⅰ）判断料

１０２点（＋９点） 項目廃止（平成１２年度改定）

訪問看護管理療養費 ７０５０円（＋５０円）
７３００円

（平成２２年度改定で増点）

老人訪問看護管理療養費
（１日の場合～１２日の場合）

７０５０円～３８９５０円
（各々＋５０円）

介護保険へ改変
（平成１２年度）

７



平成九年度改定項目の改定時の対応と現状⑤平成九年度改定項目の改定時の対応と現状⑤

平成九年度改定時 平成２４年度改定後

根管充填 （単根管） ６８点（＋１点） ６８点

根管充填 （ 根管） 点（＋ 点） 点

歯科（平成九年）歯科（平成九年）

根管充填 （２根管） ９０点（＋３点） ９０点

根管充填 （３根管以上） １１０点（＋２点） １１０点

印象採得 （連合印象） １９０点（＋５点） ２２８点

印象採得 （特殊印象） ２６５点（＋５点） ２７０点

印象採得
（ワンピースキャストブリッジ、支台歯とポ ２７５点（＋５点） ２８０点
ンティックの数の合計が５歯以下の場合）

印象採得
（ワンピースキャストブリッジ、支台歯とポ
ンティックの数の合計が６歯以上の場合）

３２６点（＋６点） ３３２点

印象採得
（口蓋補綴・顎補綴、簡単）

１４３点（＋３点） 項目削除（平成２２年度改定）

印象採得
２６５点（＋５点） ２２０点

（口蓋補綴・顎補綴、困難）
２６５点（＋５点） ２２０点

印象採得
（口蓋補綴・顎補綴、著しく困難）

４００点（＋２０点） ４００点

８



平成九年度改定項目の改定時の対応と現状⑥平成九年度改定項目の改定時の対応と現状⑥

歯科（平成九年）歯科（平成九年） 平成九年度改定時 平成２４年度改定後

印象採得
（矯正、その他の措置、簡単）

１４３点（＋３点） １４３点

歯科（平成九年）歯科（平成九年）

印象採得
（矯正、その他の措置、困難）

２６５点（＋５点） ２６５点

印象採得
（矯正 その他の措置 著しく困難）

４００点（＋１０点） ４００点
（矯正、その他の措置、著しく困難）

４００点（＋１０点） ４００点

咬合採得
（ワンピースキャストブリッジ・支台歯とポ

ンティックの数の合計が６歯以上）
１３５点（＋５点） １４０点

咬合採得
（有床義歯・多数歯欠損）

１３５点（＋５点） １８５点

咬合採得
（有床義歯 総義歯）

２３５点（＋５点） ２８０点
（有床義歯・総義歯）

２３５点（＋５点） ２８０点

咬合採得
（有床義歯・多数歯欠損・老）

１５５点（＋５点） 項目削除（平成１４年度改定）

咬合採得咬合採得
（有床義歯・総義歯・老）

２５５点（＋５点） 項目削除（平成１４年度改定）

インレー（単純なもの） １７０点（＋５点） １９０点

インレ （複雑なもの） ２５７点（＋５点） ２８４点インレー（複雑なもの） ２５７点（＋５点） ２８４点

全部鋳造冠 ４１０点（＋８点） ４５４点

前装鋳造冠 １２１９点（＋１５点） レジン前装金属冠：１１７４点 ９



歯科（平成九年）歯科（平成九年）

平成九年度改定項目の改定時の対応と現状⑦平成九年度改定項目の改定時の対応と現状⑦

平成九年度改定時 平成２４年度改定後

ポンティック ４２８点（＋８点） ４３４点

有床義歯 （総義歯） ２０３５点（＋３５点） ２１００点

歯科（平成九年）歯科（平成九年）

有床義歯 （総義歯） ２０３５点（＋３５点） ２１００点

有床義歯
（局部義歯、１歯～４歯）

５１０点（＋１０点） ５６０点

有床義歯
（局部義歯、５歯～８歯）

６１０点（＋１０点） ６９０点

有床義歯
（局部義歯 ９歯～１１歯）

８６５点（＋１５点） ９２０点
（局部義歯、９歯～１１歯）

有床義歯
（局部義歯、１２歯～１４歯）

１２７０点（＋２０点） １３４０点

樹脂有床義歯（総義歯） 点（＋ 点）
２７８０点

スルフォン樹脂有床義歯（総義歯） ２８５０点（＋５０点）
２７８０点

（熱可塑性樹脂有床義歯）

スルフォン樹脂有床義歯
（局部義歯、１歯～４歯）

７１０点（＋１０点）
６７０点

（熱可塑性樹脂有床義歯）

スルフォン樹脂有床義歯
（局部義歯、５歯～８歯）

９３５点（＋１５点）
９００点

（熱可塑性樹脂有床義歯）

スルフォン樹脂有床義歯
１２００点（＋２０点）

１１２０点
（局部義歯、９歯～１１歯）

１２００点（＋２０点）
（熱可塑性樹脂有床義歯）

スルフォン樹脂有床義歯
（局部義歯、１２歯～１４歯）

１８３５点（＋３５点）
１７５０点

（熱可塑性樹脂有床義歯） 10



平成九年度改定項目の改定時の対応と現状⑧平成九年度改定項目の改定時の対応と現状⑧

調剤（平成九年）調剤（平成九年） 平成九年度改定時 平成24年度改定後

計量混合調剤加算 ４０点（＋５点）
１調剤につき イ．液剤 ３５点、ロ．
散剤 顆粒剤 ４５点 ハ 軟・硬膏

調剤（平成九年）調剤（平成九年）

計量混合調剤加算 ４０点（＋５点） 散剤、顆粒剤 ４５点、ハ．軟・硬膏
剤 ８０点

計量混合調剤加算
８点（＋１点）

（予製剤の場合）
上記点数の２０／１００に相当する

（予製剤の場合）
８点（＋１点） 上記点数の２０／１００に相当する

点数

内服薬のみ
１ ５６日分以下の場合（７日分につき）

一包化加算 ３５点（＋５点）
１．５６日分以下の場合（７日分につき）

３０点
２．５７日分以上の場合

２７０点

嚥下困難者用製剤加算（平成 年度

老人用製剤加算 ４０点（＋５点）
嚥下困難者用製剤加算（平成１４年度
改定より名称変更）として

８０点

11
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第１　基本データ

 １　貴施設の開設者　（平成２４年●月●日現在、該当する番号を記入してください。）

１　国立 　　２　公立 　　 　３　公的　　　 　４　社会保険関係　　５　医療法人　　６　社会医療法人　　　　 　　

７　個人　　８　会社法人　　９　私立学校法人　　１０　社会福祉法人　　１１　その他の法人

※ １ 国立 ：独立行政法人、国立大学法人。

２ 公立 ：都道府県立、市町村立、地方独立行政法人。

３ 公的 ：日赤、済生会、北海道社会事業協会、厚生連、国民健康保険団体連合会。

４ 社会保険関係

５ 医療法人 ：医療法第39条の規定にもとづく医療法人。ただし社会医療法人は除く。

６ 社会医療法人 ：医療法第42条の２の規定にもとづく医療法人。

８ 会社法人 ：会社法第2条第1項の規定にもとづく会社（株式会社、合名会社、合資会社又は合同会社）。

９ 私立学校法人 ：私立学校法第3条の規定にもとづく私立学校法人

１０ 社会福祉法人 ：社会福祉法第22条の規定にもとづく社会福祉法人

 ２　開設者変更の状況　　（該当がない場合は記載する必要はありません。）

・平成18年4月～平成24年3月までの間に、開設者の変更があった場合、その年月 年 月

・従前の開設者

１　国立 　　２　公立 　　 　３　公的　　　 　４　社会保険関係　　５　医療法人　　６　社会医療法人　　　　 　　

７　個人　　８　会社法人　　９　私立学校法人　　１０　社会福祉法人　　１１　その他の法人

 ３　病床の状況　（薬局の方は記載する必要はありません。） （平成２４年●月●日現在）

一般病床 療養病床 精神科病床 結核病床 感染症病床 合　　計

　許可病床数 床 床 床 床 床 床

床 床 床

　届出病床数 床 床 床 床 床 床

※許可病床数は、医療法の規定に基づき使用許可を受けている病床数を記載してください。

※届出病床数は、保険医療機関として地方厚生局長等に届け出ている病床数を記載してください。

 ４　直近の事業年（度）　（個人立以外の施設の方のみ記載してください。）

　平成２４年３月末までに終了した事業年（度） 年 月 年 月

 ５　経理方式　（該当する番号を記載してください。）

1.税込　 ２.税抜 ※次頁以降で回答いただく金額等は、選択した経理方式に従って記載してください。

 ６　収益　（金額を記載してください）

前々々事業年（度） 前々事業年（度）
直近の事業年（度）
（前事業年（度））

総収益額 円 円 円

医業収益額 円 円 円

円 円 円

※総収益欄は、医業収益、医業外収益、臨時収益等、貴施設における全ての収益をご記入ください。
※社会保険診療報酬（保険調剤）収益欄は、健康保険、国民健康保険等の医療保険、後期高齢者医療制度に係る支払基金・
国保連に対する請求金額及び窓口徴収金による収益をご記入ください。

平成 ～ 平成

社会保険診療報酬（保険調剤）収益額
（患者負担含む）

※個人立の場合は、平成２３年１月１日から平成２３年１２月３１日までの期間が直近の事業年（度）となるため、記入の必要は
ありません。

（うち）介護療養型医療施設分

：全国社会保険協会連合会、厚生年金事業振興団、船員保険会、健康保険組合及びその連合会、
共済組合及びその連合会、国民健康保険組合。

平成
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第２　設備投資の状況

１　医療機器、調剤用機器及び医療情報システム用機器の保有状況（固定資産台帳に掲載されて

いるもの）

（注１）

（注２）

（注３）

□なし （なしの場合、□を■に変えてください）

□あり （ありの場合、□を■に変え、以下の表にご記載ください）
※1 ※2 ※2 ※3 ※4 ※5

No 資産番号
固定資産台帳上の

機器名称
機器分類又は
一般的名称等

取得価額
（円）

取得年（度）
取得
方法

例 20-010 １０ＫＶＩＨ２　4024ＵＳ
移動型アナログ式汎用
X線診断装置

3,500,000 2008 1

例 21-015 歯科用ユニット 22 5,000,000 2009 1
例 22-015 全身用CT 37618010 20,000,000 2010 1

例 22-015 磁気共鳴画像診断装置
常電導磁石式全身用
MR装置

150,000,000 2010 1

例 - 電子カルテシステム 40 300,000,000 2010 1
1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

※1　必要に応じ行を追加してください。

※2

※3

※4　 取得価額については、第１基本データの５で選択した経理方式に従って記載してください。

※5　 取得方法について、以下の選択肢から選択し、該当する番号を記載してください。

１．購入　　２．リース契約　　３．その他

●「医療機器」の場合：当該機器の機器分類について、別添の「医療機器分類表」から選択し、該当するコー
ドを記載してください。
　分類について判断し難い場合は、当該機器の一般的名称又はＪＭＤＮコードを記載し、一般的名称及びＪ
ＭＤＮコードのいずれも不明である場合は、販売名を記載してください。
●「調剤用機器」又は「医療情報システム用機器」の場合：別添の「調剤用機器分類表」及び「医療情報シス
テム用機器分類表」から選択し、該当するコード番号を記載してください。

固定資産台帳に掲載されている医療機器、調剤用機器及び医療情報システム用機器のうち、直近の５事業
年（度）中に取得し、かつ取得価格が次の金額以上の機器がありますか。ある場合、その詳細について以
下の表にご記載ください。
○病院（300床未満）の方：金額によらず全ての機器についてご記載ください。
○病院（300床以上500床未満）の方：原則として100万円以上の機器についてご記載ください。(注1、注2、注3)

○病院（500床以上）の方：原則として300万円以上の機器についてご記載ください。（注1、注2、注3）

○一般診療所、歯科診療所、薬局の方：金額によらず全ての機器についてご記載ください。

複数の機器が一体として利用されるような場合には、それらをまとめてカウントし、総金額が100万円又
は300万円以上であれば記載することとしてください。その際の機器分類については、主たる機器の機
能に従った分類を記載してください。

金額の下限設定については、病院側の回答に係る負担を考慮して設定されたものです。
本調査は、医療機関等の行う「高額投資」に係る消費税負担の状況を把握し、今後の消費税引き上げ
の際に行うべき施策の検討に必要なデータを入手する目的で行われています。ここで示した下限額を
「高額投資」の定義とする趣旨ではありません。

注２に記載のとおり、金額の下限設定については、病院側の回答に係る負担を考慮して設定されたも
のですが、対応可能であれば、金額によらず全ての機器についてご記載ください。

固定資産台帳上の情報を記載してください。資産番号について、台帳上記載がない場合は「－」を記載してく
ださい。
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２　新築した建物の保有状況（固定資産台帳に掲載されているもの）

□ なし （なしの場合、□を■に変えてください）

□ あり（ありの場合、□を■に変え、以下の表にご記載ください）
※1 ※2 ※2 ※3 ※3 ※3

No
資産
番号

資産名称 取得年（度）
取得価額

（円）
工事契約金額

（円）

当該建
物の利
用目的

当該建物
の延べ床
面積（㎡）

例 180001 東病棟 2008 2,500,000,000 2,500,000,000 1 10,000

例 230002 職員宿舎 2011 150,000,000 165,000,000 3 1,500

例 22-001 店舗 2010 70,000,000 70,000,000 3 150

1

2

3

4

5

※1　必要に応じ行を追加してください。

※2　固定資産台帳上の情報を記載してください。整理番号について、台帳上記載がない場合は「－」を記載してください

※3　取得価額、工事契約金額については、第１基本データの５で選択した経理方式に従って記載してください。
※4　利用目的については、以下の分類から選択し、該当する番号を記載してください。

1 病棟
2 検査・診療棟
3 その他

固定資産台帳に掲載されている建物のうち、直近の5事業年（度）中に新築した建物資産がありますか。あ
る場合、その詳細について以下の表にご記載ください。
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３　補助金を利用した設備投資の状況（固定資産台帳に掲載されているもの）

□ なし （なしの場合、□を■に変えてください）

□ あり （ありの場合、□を■に変え、以下の表にご記載ください）
※1 ※2 ※2 ※３

No 資産番号 資産名称
取得価額

（円）
うち補助額

（円）
補助金制度の名称

取得年
（度）

例 21-021 レセプトコンピューター 1,500,000 476,191
医療施設等設備設
備費助成事業

2009

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

※1　必要に応じ行を追加してください。

※2

※3　 取得価額、補助額については、第１基本データの５で選択した経理方式に従って記載してください。

（税抜きの補助額が不明の場合、受領した額に105分の100を乗じて四捨五入した額を記載してください。）

固定資産台帳に掲載されている資産のうち、直近の5事業年（度）中に補助金を利用して取得したものが
ありますか。ある場合、その詳細について以下の表にご記載ください。

固定資産台帳上の情報を記載してください。整理番号について、台帳上記載がない場合は「－」を記載してくださ
い。
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４　リース・賃貸契約により保有する資産の状況（固定資産台帳に掲載されていないもの）

□ なし （なしの場合、□を■に変えてください）

□ あり （ありの場合、□を■に変え、以下の表にご記載ください）
○ファイナンス・リース契約（※４）によるもの

※１ ※２ ※3

No 建物・物品の名称 数量
支払リース料総

額（円）
契約年（度）

リース
期間

機器分類又は
一般的名称等

例 コピー機 10 120,000 2011年4月 3年 －

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

○ファイナンス・リース契約以外のリース契約、レンタル契約及び賃貸借契約等によるもの
※１ ※２ ※3

No 建物・物品の名称 数量
支払賃貸料総

額（円）
契約年（度）

契約期
間

機器分類又は
一般的名称等

例 建物 1 24,000,000 2012年3月 2年 －

1

2

3

4

5

※1　必要に応じ行を追加してください。

※2　

※3

※４

支払リース料総額、支払賃貸料総額は、●月●日現在締結している契約条件おいて、全契約期間中に支払うこと
としている支払総額を記載してください。また第１基本データの５で選択した経理方式に従って記載してください。

●「医療機器」の場合：当該機器の機器分類について、別添の「医療機器分類表」から選択し、該当するコードを
記載してください。
　分類について判断し難い場合は、当該機器の一般的名称又はＪＭＤＮコードを記載し、一般的名称及びＪＭＤＮ
コードのいずれも不明である場合は、販売名を記載してください。
●「調剤用機器」又は「医療情報システム用機器」の場合：別添の「調剤用機器分類表」及び「医療情報システム
用機器分類表」から選択し、該当するコード番号を記載してください。

ファイナンス・リース契約について、リース会社等からの明細から明らかにならない取引については、以下の３つ
の条件の全てを満たす契約を記載してください。
（１）対象資産を貴施設が選定し、（２）リース会社等が貴施設に代わって購入し、（３）購入額と同程度のリース料
総額を支払って、貴施設が使用している。

平成24年●月●日現在、リース契約（再リース契約を除く）又は賃貸借契約等により保有している建物・物
品のうち、直近の５事業年（度）中に契約し、かつ固定資産台帳に掲載されていないものがありますか。ある
場合、その詳細について以下の表にご記載ください。（土地、有価証券等の消費税非課税のものは記載しな
いでください。）
また、医療機器、調剤用機器及び医療情報システム用機器については、その分類又は一般的名称等につ
いてもご記載ください。
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５　費用処理（建物・付属設備修繕）の状況（固定資産台帳に掲載されていないもの）

□ なし （なしの場合、□を■に変えてください）

□ あり （ありの場合、□を■に変え、以下の表にご記載ください）
※1 ※2

No 契約年（度） 契約金額（円） 修繕の内容

例 2011年4月 10,000,000 東病棟の外壁クラック補修

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

※1　必要に応じ行を追加してください。

※2　金額は、第１基本データの５で選択した経理方式に従って記載してください。

直近の3事業年（度）中に行った建物及び付属設備資産に係る修繕のうち、減価償却せず（固定資
産台帳に掲載せず）、経費処理したものがありますか。ある場合、その詳細について以下の表にご
記載ください。
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（別添）

○医療機器分類表

画像診断システム

コード 分類名

1 診断用Ｘ線装置

2 歯科用Ｘ線装置

3 医用Ｘ線ＣＴ装置

4 診断用核医学装置及び関連装置

5 磁気共鳴画像診断装置

6 診断用Ｘ線画像処理装置

7 主要構成ユニット

8 その他

画像診断用Ｘ線関連装置及び用具

コード 分類名

9 Ｘ線防護用具

10 その他

医用検体検査機器

コード 分類名

11 検査用核医学装置

12 医用検体前処理装置

13 血清検査装置

14 尿検査装置

15 その他

治療用又は手術用機器

コード 分類名

16 治療用粒子加速装置

17 放射線治療用関連装置

18 レーザー治療器及び手術用機器

19 ハイパーサーミア装置

20 結石破砕装置

21 その他

歯科用機器

コード 分類名

22 歯科用ユニット及び関連器具

23 その他

その他

コード 分類名

24 生体現象計測・監視システム

25 処置用機器

26 施設用機器

27 生体機能補助・代行機器

28 鋼製器具

29 家庭用医療機器

30 その他
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（別添）

○調剤用機器分類表

コード 分類名

31 薬袋発行機

32 調剤監査システム

33 電子薬歴

34 分包機(散剤、錠剤、水剤等)

35 全自動錠剤包装機

36 調剤台(錠剤、水剤、散剤、調剤棚等)

37 クリーンベンチ(安全キャビネット等)

38 その他調剤用機器、設備

○医療情報システム用機器分類表

コード 分類名

39 レセプト作成用コンピュータ

40 電子カルテシステム

41 オーダリングシステム

42 医用画像データベースシステム

43 遠隔画像診断用装置

44 その他の医療情報システム用機器

※本調査票における「医療情報システム用機器」とは、医療機関等のレセプト作成用コンピュータ（レセコン）、電子
カルテ、オーダリングシステム等の医療事務や診療を支援するシステムだけでなく、何らかの形で患者の情報を保
有するコンピュータ、遠隔で患者の情報を閲覧・取得するようなコンピュータや携帯端末、患者情報が通信される院
内・院外ネットワーク用の機器を想定しています。

※本調査票における「調剤用機器」とは、調剤業務に必要な機器を想定しています。

⑨
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